
業 務 委 託 契 約 書 

 

 

１ 委託業務名   令和 7 年度土木行政システム機能改修業務委託 

 

２ 契 約 期 間   契約締結の日 から 令和８年３月 31 日まで 

 

３ 履 行 場 所   佐賀県県土整備部入札・検査センターが指定した場所 

又は受託者の申請により同センターが認めたところ。 

 

４ 契 約 金 額     ￥   － 

         （うち取引に係る消費税及び地方消費税 ￥   －） 

 

５ 契約保証金  要 佐賀県財務規則第 115 条による。 

            *契約保証金は〇〇円とする。 

            *佐賀県財務規則第 115 条第 3 項第〇号の規定により免除する。 

            *他            

 

 上記の委託業務について、委託者 佐賀県を甲とし、受託者 〇〇を乙として、次の条

項により委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。  

 

（目的） 

第１条 乙は、別添「令和 7 年度土木行政システム機能改修業務委託仕様書（以下「仕

様書」という。）に基づき、頭書の契約金額（以下「委託料」という。）をもって、頭

書の委託業務を履行しなければならない。 

２ 前項の仕様書に明記されていない事項は、甲乙協議して定めるものとする。但し、

軽微なものについては甲の指示に従うものとする。 

 

（法令の遵守）  

第２条 甲及び乙は、業務を遂行するに当たっては、関連する法令を遵守するものとす

る。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継して

はならない。但し、書面により甲の承諾を得たときはこの限りではない。 



 

（権利の帰属） 

第４条 仕様書等に規定するところにより乙が甲に引き渡すべき成果物（以下「本件成

果物」という。）は甲の所有とする。 

２ 本件成果物の著作権は、甲に帰属し、乙が複写、複製、抜粋その他の形式により他

の用に供する場合は、甲の承諾を受けなければならない。 

３ 甲は、本件成果物を公表することができる。この甲の公表権については、乙はいか

なる権利も主張できない。 

４ 委託業務の実施のために使用された甲が所有する資料等の著作権は甲に帰属する。

ただし、乙が従前より保有する特許権、著作権等の知的財産権を適用したものにおい

ては、甲はその使用及び複製の権利のみを有するものとし、それらの知的財産権は乙

に帰属する。 

５ 第１項の成果物及び前項の資料等に乙が従前から保有する知的財産権（著作権、ノ

ウハウ、アイデア、技術、情報等を含む）が含まれていた場合は、乙に留保されるが、

甲は成果物を利用するために必要な範囲において、これを無償かつ非独占的に利用で

きるものとする。 

６ 乙は、本条項に違反したことにより、甲及び第三者に損害を与えた場合は、その損

害を賠償しなければならない。 

 

(著作者人格権) 

第５条 乙は、本調達により受注した業務に関し、甲及び甲の指定する者に対して、著

作者人格権を行使しないものとする。 

２ 乙の有する前項の著作者人格権を侵害する者がいる場合、甲から請求があったとき

は速やかに甲の請求にしたがい、当該侵害者に対し、著作者人格権を行使するものと

する。 

 

（権利不行使の保証） 

第６条 乙は、甲又は甲の指定する者が、本件成果物を用いて本件業務及び本件業務の

目的に沿った事業（本件契約終了後の事業を含む。）を実施するにあたり、乙が所有

する著作権、特許権その他の知的財産権（以下「著作権等」という。）に基づいて、

甲又は甲の指定する者に対し、自ら権利侵害であるとの主張をせず、並びに乙の従業

員及び再委託された場合における再委託先の従業員に権利侵害の主張をさせないこ

とを保証する。 

２ 乙が前項の著作権等を第三者に承継させる場合に、乙は、当該承継人から甲又は甲

の指定する者に対し、権利侵害の主張をさせない旨保証する。 



 

３ 前 2 項の規定は、本件契約の満了又は解除等契約終了事由の如何を問わず、契約終

了後もその効力を有する。 

 

（機密保持） 

第７条 乙及び乙の使用人は、委託業務の実施に関して知り得た情報を機密情報として扱

うものとし、他の目的に使用し又は第三者に開示・漏洩してはならない。 

２ 前項の規定に拘わらず、特に定めがない限り次の各号の情報を機密情報として扱わな

い。 

（1）第三者から入手した情報で守秘義務を負うことなく正当に入手した情報及び開示に

ついて当該第三者の書面による承諾を得た情報 

（2）甲又は第三者から開示された情報によらずして、独自に開発した情報 

（3）公知のもの、又は甲若しくは第三者から得た後、自己の責によらないで公知となっ

た情報 

３ 乙及び乙の使用人は、本契約による業務を行うため個人情報を取り扱う場合は、 

別記１「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

４ 乙及び乙の使用人は、本契約による業務を行うため甲の情報資産を取り扱う場合は、

別記２「情報セキュリティ対策特記事項」を遵守しなければならない。 

５ 甲は、乙又は乙の使用人が第 1 項の規定に違反した場合は、乙より契約金額の 100 分

の 10 に相当する違約金を徴収する。 

６ 乙は、前項の場合において、甲に違約金を超える金額の損害がある場合は、当該金額

から違約金を控除した額を甲に賠償しなければならない。 

７ 乙又は乙の使用人が第 1 項の規定に違反したことにより、第三者に損害を与えた場

合には、乙は、その損害を賠償しなければならない。この場合において、甲が第 5 項

の規定により違約金を徴収することを妨げない。 

８ 本条の規定は、本契約の終了又は解除後も効力を有する。 

 

（再委託等の禁止） 

第８条 乙は、委託業務を第三者に委託してはならない。ただし、あらかじめ再委託の

相手方の称号又は名称及び住所並びに再委託を行う業務の範囲、再委託の必要性及び

契約金額について記載した書面を提出し、甲の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 

（委託業務の調査等） 

第９条 甲は、必要と認めるときは乙に対して委託業務の処理状況につき、調査し、又

は報告を求めることができる。 



 

（事故等の報告） 

第 10 条 乙が委託業務の履行に支障が生じるおそれがある事故等の発生を知り得たと

きは、その発生の帰責の如何に関わらず、直ちにその旨を甲に報告して速やかに応急

措置を講じるとともに、遅滞なく書面により詳細な報告及び今後の方針案を提出する

ものとする。 

 

（検査及び履行の完了） 

第 11 条 乙は、本委託業務完了後、甲に対して仕様書に定める業務完了報告書を提出す

るものとする。 

２ 甲は、前項の報告内容について問題がないと判断した場合に業務を完了と認め、 

乙に委託業務完了の通知を行うものとする。 

 

（委託料の支払） 

第 12 条 乙は前条の規定による委託業務完了の通知を受けたあと、本委託業務の支払に

係る請求書を甲に提出するものとする。 

２ 甲は、前項の規定による適正な支払請求書を受理した日から３０日以内に乙に対し

て委託料を支払うものとする。 

３ 甲の責に帰する事由により、前項の規定による委託料の支払いが遅れた場合には、

遅延日数について、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基

づく財務大臣が決定する率の割合で計算した額に相当する金額を請求することがで

きる。 

 

（契約不履行の場合の措置） 

第 13 条 乙の責に帰すべき理由により契約期間内に契約を履行しない場合は、甲は乙に

対し遅延損害金を請求することができる。 

２ 前項の損害金は、委託料に対して遅延日数に応じ政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律第８条第１項の規定に基づく財務大臣が決定する率を乗じて得た金額とする。 

３ 甲の責に帰すべき理由により前条の規定による委託料の支払が遅れた場合には、乙

は甲に対して政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づく

財務大臣が決定する率を乗じて得た額の遅延利息の支払を請求することができる。 

 

（委託業務内容の変更等） 

第 14 条 甲は、必要がある場合には、委託業務の内容を変更することができる。この場

合において、委託料を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定



める。 

（甲の契約解除権） 

第 15 条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、何等の催告なく直ちにこの契約の

全部又は一部を解除することができる。 

 （１）乙の責に帰する理由により、履行期限内に業務の完了の見込みがないと認めた

とき。 

（２）乙又はその使用人が検査又は監督に際し、職務執行を妨げ、又は妨げようとし

たとき。 

（３）重大な過失又は背信行為があったとき。 

（４）甲が相当期間を定めて催告した後も乙の債務が履行されないとき。 

（５）支払いの停止があったとき、又は乙が仮差押、差押、競売、破産、会社更生手

続開始、会社整理開始若しくは特別清算開始の申し立てを受けたとき。 

（６）手形交換所の取引停止処分を受けたとき。 

（７）公租公課の滞納処分を受けたとき。 

（８）自己又は自社の役員等が、次のいずれかに該当する者であると判明したとき、

及び次のイからキまでに掲げる者が、その経営に実質的に関与していることが判

明したとき。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号

に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与

える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接

的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

２ 前項の規定による契約の解除によって生じた乙の損害について、甲はその賠償の

責めを負わないものとする。 

 

（乙の違約金） 

第 16 条 前条の規定により甲が契約を解除したとき、乙は、委託料の 10／100 の金額を

違約金として甲の指定する期限までに支払わなければならない。 

２ 前項の規定による違約金の徴収は、甲の損害賠償の請求を妨げない。 



 

３ 第１項の規定により甲から違約金の請求を受けた場合において、乙が甲の定めた期

限までに支払わないときは、乙は期限の翌日から違約金支払日までの日数に応じて、

違約金に政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づく財務

大臣が決定する率を乗じて得た額の遅延利息を支払わなければならない。 

 

（乙の契約解除権） 

第 17 条 乙は、甲が契約に違反し、その違反によって委託業務の適正な遂行が不可能と

なったときは、契約を解除することができる。 

 

（甲の違約金） 

第 18 条 前条の規定により乙が契約を解除したとき、甲は、委託料の 10／100 の金額を

違約金として乙の指定する期限までに支払わなければならない。 

２ 前項の規定による違約金の徴収は、乙の損害賠償の請求を妨げない。 

３ 第１項の規定により乙から違約金の請求を受けた場合において、甲が乙の定めた期

限までに支払わないときは、甲は期限の翌日から違約金支払日までの日数に応じて、

違約金に政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条第１項の規定に基づく財務

大臣が決定する率を乗じて得た額の遅延利息を支払わなければならない。 

 

（契約内容の不適合責任） 

第 19 条 甲は、成果物に契約内容に適合しないものがあるときは、乙に対して相当の期

間を定めてその契約内容の不適合の補修を請求し、又は補修に代え若しくは補修とと

もに損害の賠償を請求できる。 

２ 前項の規定による契約内容の不適合の補修又は損害賠償の請求は、第 11 条の規定に

よる成果物の引渡しを受けた日から１年以内に行わなければならない。 

３ 第１項の規定は、成果物の契約内容の不適合が仕様書の記載内容又は甲の指示等に

より生じたものであるときは適用しない。ただし、乙がその記載内容又は指示等が不

適当であることを知りながらこれを通知しなかった場合は、この限りではない。  

 

（損害賠償） 

第 20 条 乙の責に帰すべき理由により生じた瑕疵によって甲及び第三者に損害が生じ

た場合には、乙は損害賠償責任を負うものとする。 

２ 甲の責に帰すべき理由により契約が解除された場合に、乙に生じた損害に対しては

甲が損害賠償責任を負うものとする。 

 



 

（準拠法及び管轄裁判所） 

第 21 条 この契約に関し紛争が生じた場合は日本の法律を準拠法とし、これに従って解 

釈されるものとする。 

２ この契約に関する紛争は、佐賀地方裁判所又は佐賀簡易裁判所を第一審の専属管轄

裁判所とする。 

 

（費用の負担） 

第 22 条 この契約の締結及び履行に関し必要な費用は、乙の負担とする。 

 

（補則） 

第 23 条 この契約に定める事項について疑義が生じた場合、又は本契約書に定めのない

事項については、必要に応じて甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

 この契約の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自１通を保有する。  

 

 令和   年   月   日  

 

 甲 住所 佐賀市城内一丁目１番５９号 

  氏名  佐賀県県土整備部 

 入札・検査センター 

センター長 寺﨑 みゆき 

 

 乙 住所  

  氏名   

            


